
○エネルギー対策特別会計 

Ⅰ 特別会計の設置等に関する情報  

 

○ エネルギー対策特別会計の目的 

エネルギー対策特別会計は、行政改革推進法に基づき、平成１９年度に、石油及びエネ

ルギー需給構造高度化対策特別会計と電源開発促進対策特別会計を統合し、エネルギー

対策に関する経理を明確にするために設置された特別会計であり、エネルギー需給勘定、

電源開発促進勘定、原子力損害賠償支援勘定及びび先端半導体・人工知能関連技術勘定

に区分経理されています。 

エネルギー需給勘定は、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計で行われて

いた業務を承継する勘定です。当初、昭和４２年に石炭鉱業の安定対策実施等のために設

置され（当時は石炭対策特別会計）、昭和４７年に石油対策の追加、昭和５５年に石油代替

エネルギー対策の追加、平成１３年には石炭対策廃止などの制度改正を実施してきたとこ

ろです。 

また、電源開発促進勘定は、電源開発促進対策特別会計で行われていた業務を承継す

る勘定です。当初、昭和４９年に電源立地を促進することを目的とし、電源開発促進税の創

設と合わせて設置され、昭和５５年に石油代替エネルギーによる発電促進のための電源多

様化対策を追加、平成１５年に新エネルギー事業を石油及びエネルギー需給構造高度化

対策特別会計に一元化、平成２４年に原子力安全規制のための原子力安全規制対策を設

置するなどの制度改正を実施してきたところです。 

さらに、原子力損害賠償支援勘定は、「原子力損害賠償支援機構法」（平２３法９４）の規

定により行う原子力損害の賠償の迅速かつ適切な実施を確保するための財政上の措置を

行うことを目的とし、平成２３年に設置された勘定です。 

加えて、先端半導体・人工知能関連技術勘定は、「ＡＩ・半導体産業基盤強化フレーム」と

して令和１２年度までに合計１０兆円以上の半導体・ＡＩ分野への公的支援を行うところ、当

該支援に係る経理を明確化するために、令和７年に設置された勘定です。  

なお、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律」（令５法３２）の規

定により、令和５年度から令和１４年度までの各年度に限り、エネルギー需給勘定の負担に

おいて、脱炭素成長型経済構造移行債（ＧＸ経済移行債）を発行できることとされているとと

もに、「情報処理の促進に関する法律」（昭４５法９０）の規定により、令和７年度から令和１２ 

年度までの各年度に限り、先端半導体・人工知能関連技術勘定の負担において、先端半導

体・人工知能関連技術債を発行できることとされています。 

 

○ エネルギー対策特別会計が経理している事務及び事業の内容 

（１） エネルギー需給勘定 

エネルギー需給勘定は、受益者負担の考え方に基づき行われる燃料安定供給対策及

びエネルギー需給構造高度化対策に関する政府の経理を明確にするために設置されて



います。 

① 燃料安定供給対策 

石油、天然ガス及び石炭の安定的かつ低廉な供給の確保を図るために、石油及

び天然ガス等の開発、石油及びＬＰガス等の備蓄等の措置を講じています。 

② エネルギー需給構造高度化対策 

内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需給構造の 

構築を図るために、省エネルギー・再生可能エネルギー対策等の措置及びエネル

ギー起源ＣＯ２排出抑制対策などの措置を講じています。 

 

（２） 電源開発促進勘定 

電源開発促進勘定は、電力利用者の受益者負担の考え方に基づき行われる電源立地

対策、電源利用対策及び原子力安全規制対策に関する政府の経理を明確にするために

設置されています。 

① 電源立地対策 

発電用施設周辺地域整備法の規定に基づく交付金の交付、その他の発電の用に

供する施設の設置及び運転の円滑化に資するための財政上の措置を講じていま

す。 

② 電源利用対策 

発電用施設の利用の促進及び安全の確保並びに発電用施設による電気の供給

の円滑化を図るための措置を講じています。 

③ 原子力安全規制対策 

原子力発電施設等に関する安全の確保を図るための措置を講じています。 

 

（３） 原子力損害賠償支援勘定 

原子力損害賠償支援勘定は、原子力損害賠償支援対策に関する政府の経理を明確に

するために設置されています。 

原子力損害賠償支援対策  

「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法」の規定により行う原子力損害の賠償の迅

速かつ適切な実施を確保するための財政上の措置を講じています。  

原子力損害賠償は、原子力損害を生じさせた原子力事業者の責任において行わ

れるところ、賠償に必要となる資金繰りについては、「原子力損害賠償・廃炉等支援

機構法」に基づき、原子力損害賠償・廃炉等支援機構への交付国債の交付・償還に

より支援することとされています。同機構の保有する交付国債の償還に係る費用の

財源には、原子力損害賠償支援勘定の原子力損害賠償支援証券及び借入金収入

が充てられ、同証券及び借入金の元本分は、同機構の国庫納付金（納付金は主に原

子力事業者の負担金からなります）、利子分は、一般会計からの原子力損害賠償支

援勘定への繰入金を財源として償還されます。 

 



 （４） 先端半導体・人工知能関連技術勘定 

先端半導体・人工知能関連技術勘定は、先端半導体・人工知能関連技術対策に関す

る政府の経理を明確にするために設置されています。 

先端半導体・人工知能関連技術対策  

先端的な半導体やデータセンターに係る技術開発や設備投資及びＡＩ基盤モデル

の開発等を実施するための財政上の措置を講じています。 



一般会計より受入

石油証券及借入金収入

脱炭素成長型経済構造移行公債金

エネルギー需給勘定の経理方法の概要

歳入 歳出

エネルギー需給勘定

燃料安定供給対策費

エネルギー需給構造高度化対策費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

独立行政法人等運営費・出資

事務取扱費

電源開発促進勘定へ繰入

先端半導体・人工知能関連技術勘
定へ繰入

国債整理基金特別会計へ繰入

予備費等

備蓄石油売払代

独立行政法人等納付金収入
雑収入、前年度剰余金受入



一般会計より受入

独立行政法人等納付金収入

脱炭素成長型経済構造移行推進エ
ネルギー需給勘定より受入

電源開発促進勘定の経理方法の概要

歳入 歳出

電源開発促進勘定

電源立地対策費

電源利用対策費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費・機構出資

原子力安全規制対策費

独立行政法人運営費・施設整備費

事務取扱費

予備費等

雑収入、前年度剰余金受入



一般会計より受入

原子力損害賠償支援証券及借入
金収入

原子力損害賠償支援資金より受入

原子力損害賠償支援勘定の経理方法の概要

歳入 歳出

原 子 力 損 害 賠 償
支 援 勘 定

事務取扱費

原子力損害賠償支援資金へ繰入

原子力損害賠償・廃炉等支援機構
納付金収入

雑収入、前年度剰余金受入

国債整理基金特別会計へ繰入



一般会計より受入

エネルギー需給構造高度化対策財
源エネルギー需給勘定より受入
脱炭素成長型経済構造移行推進エ
ネルギー需給勘定より受入

財政投融資特別会計より受入

先端半導体・人工知能関連技術勘定の経理方法の概要

歳入 歳出

先端半導体 ・ 人工
知能関連技術勘定

先端半導体・人工知能関連技術対
策費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

独立行政法人運営費・出資

先端半導体・人工知能関連技術公
債金

雑収入等

国債整理基金特別会計へ繰入等
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